
○　平成23年度佐賀県緊急雇用創出基金事業　事業実績　（県実施分）

３　地域人材育成事業

担当 実施 実施
事　　業　　名 事　　　　業　　　　内　　　　容

課名 分野 方法

地球温暖化
対策課

環境・エネ
ルギー

委託
温暖化防止コーディネー
ター人材育成事業費

県内の地球温暖化対策の普及啓発活動を推進し、地球温暖化対策の
推進を図るため、
・県内地球温暖化対策関係ＮＰＯの即戦力
・県内の地球温暖化対策を推進するコーディネーター的な人材の育成
・県内における地球温暖化対策関係団体及び関係者のネットワークの構
築
を目的として、事業を実施する。

7 

地域福祉課 介護 委託
地域共生ステーション
人材育成支援事業

佐賀県が推進する地域共生ステーションの現場で就業し、働きながら高
齢者や子ども、障害者など様々な利用者への介護や対応を習得するこ
とで、後に様々な福祉分野へ従事できる人材を育成する。

4 

障害福祉課
福祉・子育

て
委託

レッツ・チャレンジ雇用
事業

長引く不況等の影響で就労の場の確保に苦労している社会的弱者に対
し、知識・技能の習得と併せ就業の機会を提供する。

16 

長寿社会課 介護 委託
介護雇用プログラム
（介護福祉士養成）
初年度

介護福祉士の資格を持った人材を養成するため、県内の介護保険施設
のうち、特別養護老人ホームなどを運営する事業所に、『「働きながら資
格をとる」介護雇用プログラム（介護福祉士養成コース）』の実施（２年
間）を委託する。

19 

長寿社会課 介護 委託
介護雇用プログラム
（介護福祉士養成）
２年目

介護福祉士の資格を持った人材を養成するため、県内の介護保険施設
のうち、特別養護老人ホームなどを運営する事業所に、『「働きながら資
格をとる」介護雇用プログラム（介護福祉士養成コース）』の実施（２年
間）を委託する。

16 

雇用労働課 産業振興 委託
若年者雇用促進緊急
事業

卒業後3年以内の既卒者を主な対象として、県内各企業において、一定
期間雇用し、職場内実習（OJT)、職場外研修（OFF-JT)等を組み合わ
せ、実践的な知識や技術、技能を習得させ、正社員としての就職に結び
つける。

117 

雇用労働課
地域社会

雇用
委託

若年技能者育成促進
事業

ジョブカフェのカウンセリングを受けた学卒未就職をはじめとした若年者
をものづくり企業で一定期間雇用し、職場内実習（ OJT ） 、職場外研修
（ OFF-JT ）等を組み合わせ、実践的な知識や技術、技能を習得させ、
正社員としての就職に結びつける。

95 

雇用労働課
地域社会

雇用
委託

管理・監督技能向上
対策事業

職場内の第一線監督者に必要な管理・監督技能を習得してもらうための
研修などを推進、実施するとともに併せて管理監督者訓練トレーナー資
格者を養成する。

2 

雇用労働課 産業振興 委託
グローバル人材確保支
援事業

海外生活経験者や、外国人留学生等を、県内企業において一定期間
（最長1年間）雇用し、職場内実習（ＯＪＴ）、職場外研修（ＯＦＦ－ＪＴ）等を
組み合わせ、実践的な知識や技術を習得させ、正社員としての就職に
結びつかせる。

1 

商工課 産業振興 委託
地域中小企業等就業
支援事業

地域の中小企業等で就業するために必要な知識・技能を習得させるた
め、佐賀県商工会連合会、佐賀県中小企業団体中央会、事業協同組合
等において、失業者（未就職卒業者）を雇用し、経理・事務処理、まちづく
り、起業支援等に必要な知識・技能の習得（資格取得）に向けた研修等
を行う。

19 

まちづくり
推進課

観光 委託
佐賀城下再生百年構想
推進コーディネーター育
成事業

佐賀城下再生百年構想（平成19年3月）推進のため、ホタルやハス再生
プロジェクトなど、住民や市民団体の活動を連携して、各種の地域資源
を活かしたにぎわいづくりを創出する、地域コーディネーターや観光ガイ
ドを養成する。

4 

まちづくり
推進課

環境・エネ
ルギー

委託
都市公園施設管理運営
技術者育成事業

遊具や園路、駐車場、樹木、運動施設など、多様な公園施設の管理運
営に係る技術力や知識を習得した人材を育成する。

5 

教育政策課 教育・研究 直接
特別支援教育充実の
ための支援員配置事業

地域の小・中学校等の支援及び特別支援学校に在籍する児童生徒の
教育の充実を図るため、特別支援学校の特別支援教育コーディネー
ターや巡回相談員が、地域の幼稚園、保育所、小・中・高等学校等に支
援に出向く際の後補充職員として、嘱託職員を雇用する。
また、嘱託職員に対し、障害のある児童生徒一人ひとりに応じた支援方
法等についての研修等を実施することにより、教育現場のニーズに応じ
た、特別支援教育に関する専門性を有した人材育成を行う。

11 

合    計 316

※　担当課名は平成23年度時点

新規雇用の失
業者の人数

（人）
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